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博士課程における女性比率と留学生の関係についての考察

文部科学省は2012年12月21日に、平成24年度の学校基本調査の結果を公表しました。学校基本調査は「学

校に関する基本的事項を調査し，学校教育行政上の基礎資料を得ることを目的」とするものです。

第4期科学技術基本計画（平成23～27年度）において、【３．科学技術を担う人材の育成（２）独創的で優れた研

究者の養成③女性研究者の活躍の促進】＜推進方策＞には、「国は、現在の博士課程（後期）の女性比率も考慮

した上で、自然科学系全体で２５％という第３期基本計画における女性研究者の採用割合に関する数値目標を早

期に達成するとともに、更に３０％まで高めることを目指し、関連する取組を促進する。特に、理学系２０％、工学系１

５％、農学系３０％の早期達成及び医学・歯学・薬学系合わせて３０％の達成を目指す。」とあります。採用目標値

の元になっている“博士課程（後期）の女性比率”は、この学校基本調査に基づくものです。

博士課程
在籍者数

理学 工学 農学

在籍者数 女性比率 在籍者数 女性比率 在籍者数 女性比率

平成24年 5,178 18.3％ 13,741 16.3％ 3,798 33.8％

平成23年 5,255 18.9％ 13,944 15.8％ 3,890 32.4％

平成22年 5,120 19.0％ 13,822 15.1％ 3,900 31.1％

平成13年 6,302 15.9％ 12,165 10.1％ 4,361 25.1％

上記の表は、学校基本調査より、理学、工学、農学について博士課程における在籍者数を抜き出し、その女性

比率を計算したものです。それぞれの研究科において、平成13年よりも女性比率が高くなって来ていることがわ

かります。ただし、工学、農学では、ここ数年で採用目標値である15％、30％を越えて更に高くなっているのに対

し、理学では採用目標値20％を越えることなく、逆にこの数年は下がり始めています。この理由は外国人留学生

の増加にあると考えられます。

平成24年度
博士課程

外国人学生数

理学 工学 農学

人数 比率 人数 比率 人数 比率

合計 846 16.3％ 4,690 34.1％ 1,263 33.2％

男性 550* 13％* 3,330* 29％* 638* 25％*

女性 296* 31％* 1,360* 61％* 625* 49％*

大学院（修士・博士・専門職課程）における外国人学生数は、平成13年に21,774人（全在籍者の10％）に対して、

平成24年では37,733人（同15.5％）と増えています。特に外国人女性は、平成13年に8,941人（全在籍者の

15.2％）だったのに対し、平成24年には18,393人（同24.6％）と大きく増えています。

特にこの流れは博士課程において顕著であり、工学・農学では博士課程学生の約１／３が外国人であることが、

平成24年度の学校基本調査で初めて明らかとなりました。外国人学生の博士課程のみにおける男女内訳は公

表されていませんが、大学院全体における男女比率と同じであると仮定*すれば、工学では女性の5人に3人、農

学では女性2人に1人が外国人留学生だということになります。つまり女性留学生の大幅な増加が、工学、農学の

博士課程における女性比率の上昇理由であると推定できます。これに対して、理学系では、工学･農学に比べて

留学生比率が低いため、この数年で比率が下がり始めているものと考えられます。

この考察から、女性研究者の採用を進めていく上で考えなければならない課題が二つあります。一つは、優秀

な女性留学生をいかに日本に繋ぎ止め採用に結びつけるか、二つ目は日本人女性の博士課程への進学をいか

に増やすか。これらが継続的に男女共同参画やダイバーシティを推進するために必須であると思われます。

* 推定値

（小木曽）
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◆内閣府 男女共同参画局◆ http://www.gender.go.jp/week/catch25.html
平成２５年度「男女共同参画週間」のキャッチフレーズの募集

内閣府 男女共同参画局 男女共同参画推進本部は、「男女共同参画社会基本法」の公布・施行日である平

成１１年６月２３日を踏まえ、毎年６月２３日から２９日までの１週間を「男女共同参画週間」として、様々な取組

を通じ、男女共同参画社会基本法の目的や基本理念について理解を深めることを目指しています。

内閣府 男女共同参画局では、平成25年度の「男女共同参画週間」で使われる「男女共同参画を推進する、

特に、女性が様々な分野で活躍することにより、日本が元気になることが伝わるようなキャッチフレーズ」を募

集しています。

【応募期間】 平成２５年１月１５日（火）から同年２月２８日（木）

【応募方法】 応募フォームより https://form.cao.go.jp/gender/opinion-0076.html

参考：平成２４年度のキャッチフレーズ「あなたがいる わたしがいる 未来がある」

ダイバーシティ・サポート・オフィス(DSO)は、研究
教育機関の男女共同参画推進とその連携のため
のコンソーシアムです。

DSOは、女性研究者の意欲触発支援や実践支
援のノウハウを蓄積・発信・共有してきましたが、
2010年度からは女性研究者支援だけでなく、性
別にかかわりなく能力を発揮するための男女共
同参画推進とその連携を支援しています。

2007年9月に設立され、2011年度までに19機関
が加入しています。

産業技術総合研究所
森林総合研究所
物質・材料研究機構
農業環境技術研究所
千葉大学
筑波大学
神戸大学
農業・食品産業技術総合研究機構
土木研究所
国立環境研究所
国際農林水産業研究センター
農業生物資源研究所
防災科学技術研究所
高エネルギー加速器研究機構
理化学研究所
宮崎大学
上智学院
弘前大学
岡山大学 （平成25年1月現在、加入順）

ダイバーシティ・サポート・オフィスのご案内

「DSO News Letter」は各DSO参加機関へ、それぞれで働く方へ、また広く外部に向けて情報発信するツールとして
月1回発行しております。当Letterの紹介も歓迎いたします。 バックナンバーはDSOホームページにてご覧いただけます。
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